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■■■■■■■■■  あ ■■■■■■■■■
【アイドリングストップ】
自動車の駐停車時に不必要なエンジンのアイ
ドリングを自粛すること。温室効果ガスや大気
汚染物質の排出抑制につながる。

【赤潮】
プランクトンの異常増殖により水の色が赤褐
色、茶褐色等に変色する現象。大量発生した
プランクトンが水中の酸素を大量に消費するた
め、酸素欠乏により魚介類の大量死などを引き
起こす。窒素、りん等の栄養塩類の流入等に
よる富栄養化の進行が原因とされている。

【アンモニア】
アンモニアは分子式NH3で表される無機化合
物。常温常圧では無色の気体で、特有の強い
刺激臭を持つ。水に良く溶けるため、水溶液（ア
ンモニア水）として使用されることも多い。石
炭火力発電所等における排煙中のＮＯｘ（窒素
酸化物）を除去するための還元剤として用いら
れる。

■■■■■■■■■  い ■■■■■■■■■
【維持流量（発電）】
ダム下流の景観の保全等、河川環境の維持の
ために放流する必要流量（河川維持流量）を利
用した水力発電。

【石綿（アスベスト）】
天然の極めて細い繊維状の鉱物。耐熱性、耐
摩耗性、耐薬品性、絶縁性に優れているため、
建材や車両のブレーキなど3,000種以上の製
品に使用されている。多量に吸引すると肺が
んや中皮腫等の危険がある。

【一般廃棄物】
「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」で定め
られた「産業廃棄物」以外の廃棄物。一般家
庭から排出される家庭ごみのほか、事業所など
から排出される産業廃棄物以外の廃棄物も事
業系一般廃棄物として含まれる。

【インバータ】
電圧や周波数に変えるために、交流電力をいっ
たん直流に変換する装置のこと。モータの回
転速度を必要に応じて変化させ、消費電力を
抑えることができる。

■■■■■■■■■  う ■■■■■■■■■
【ウラン】
放射性元素であり、３種の同位体（ウラン
234、ウラン235及びウラン238）から成る。
元素記号U、原子番号92の金属元素で、天然
にも存在する。原子力発電では、ウランの同位
元素のうち、核分裂を起こしやすいウラン235
を使用するが、天然ウランの大部分は、核分裂
を起こしにくいウラン238である。天然ウラン
には、ウラン235は0.7％程度しか含まれてい
ない。

■■■■■■■■■  え ■■■■■■■■■
【エコアクション21（EA21）】
中小事業者における環境への取組みを促進する
ために、環境省が策定した環境経営システムの
こと。一般財団法人 持続性推進機構（IPSuS）

による認証取得制度であり、中小事業者でも取
り組みやすい環境経営システムのあり方をガイ
ドラインとして規定している。

【エコドライブ】
やさしい発進を心がけたり、無駄なアイドリン
グをやめる等して燃料の節約に努め、地球温暖
化に大きな影響を与えるCO2の排出量を減ら
す運転のこと。

【エチルベンゼン】
揮発性化学物質の1つ。主に塗料・溶剤として
用いられる。新築・改築直後の住居の室内空
気汚染により、めまい、頭痛などの症状があら
われる「シックハウス症候群」の原因物質であ
ると言われている。

【エネルギー・環境教育】
当社では、エネルギー・環境問題に対する意識
高揚を目的とした次世代層の育成支援活動全
般を「エネルギー・環境教育」と位置付け、積
極的に活動を展開している。具体的には、社員
が学校を訪問し、小中学生を対象に授業を行う
「出前授業」や、保育園・幼稚園などで環境問
題への気づきとなる紙芝居の読み聞かせ等を
行う「エコ・マザー活動」を実施している。

【エネルギー管理員】
一般財団法人 省エネルギーセンターが実施す
るエネルギー管理員講習を受講し修了すること
で、取得できる資格。エネルギーを消費する
設備の維持、エネルギーの使用方法の改善及
び監視などの業務を行う。

【エネルギー管理士】
「エネルギーの使用の合理化に関する法律」に
基づき、エネルギー管理に対する学識・経験を
有するものとして、同法の試験に合格した者、
または、同等以上の学識及び経験を有している
と経済産業大臣が認定した者。

【エネルギー自給率】
国民生活に必要なエネルギーのうち、自分の
国で確保できるエネルギーの比率。

【エネルギーセキュリティ】
国民の安定した生活に資することを目的とし
て、国際情勢等に過度に左右されることなくエ
ネルギーを安定的に確保すること。

【塩化第二鉄】
無水物は黒から茶褐色の吸湿性のある結晶で、
水和物は黄褐色の結晶であり、いずれも非常
に強い酸化力を示す。水溶液も酸化力を示し、
多くの金属を腐食させ、特に銅や軽金属を著し
く腐食させる。有毒で、皮膚に付着すると薬傷・
熱傷を起こす。金属の表面加工や、排水等の
凝集沈殿剤としての用途がある。

■■■■■■■■■  お ■■■■■■■■■
【汚染負荷量賦課金】
事業活動に伴って生ずる著しい大気汚染の影
響による健康被害について補償を行い、被害
者の迅速かつ公正な保護を図るため、補償給
付等に必要な費用の相当分をばい煙発生施設
設置者等から徴収するもので、「公害健康被害
の補償等に関する法律」で規定されている。

【オゾン層】
地上から10～50kmの成層圏にあるオゾン濃
度の比較的高い層のことで、大気中のオゾンの

約90％が集まっていることから、通称「オゾン
層」と呼ばれている。オゾン層は、太陽光に含
まれる有害な紫外線の大部分を吸収している。

【オゾン層破壊係数】
成層圏においてオゾン層を破壊する物質には
多様なものがあり、これらの物質のオゾン層破
壊の強度を比較する際に、CFC－11（トリクロ
ロフルオロメタン）のオゾン層破壊係数を「1」
として他の物質の強度を相対的に示す係数。

【オゾン層破壊物質】
オゾン層保護法に基づく物質であり、具体的に
は、特定フロン、四塩化炭素、特定ハロンなど
がある。

【汚泥】
工場排水や下水等の処理後及び各種製造業の
製造過程等において生じる泥状のもので、有
機汚泥と無機汚泥とがある。

【温室効果ガス】
大気中のCO2やメタンなどのガスは太陽から
の熱を地球に封じ込め、地表を温める働きがあ
る。これらのガスを温室効果ガスという。温室
効果ガスにより地球の平均気温は約15度に保
たれているが、仮にこのガスがないと－18度に
なってしまう。産業革命以降、温室効果ガスの
大気中の濃度が人間活動により上昇し、「温室
効果」が加速していると言われている。京都議
定書では、地球温暖化防止のため、CO2、CH4
（メタン）、N2O（一酸化二窒素）、HFC（ハイド
ロフルオロカーボン）、PFC（パーフルオロカー
ボン）、SF6（六フッ化硫黄）が削減対象の温室
効果ガスと定められている。

【温室効果ガスインベントリ】
気候変動枠組条約の締約国は、定期的に温室
効果ガスの排出・吸収量等に関する情報を条
約事務局へ提出することとされており、それに
基づき、独立行政法人 国立環境研究所内の温
室効果ガスインベントリオフィス（GIO）が毎
年作成している温室効果ガスの排出・吸収量
をまとめた報告書のこと。効果的な温室効果
ガス排出量削減のための政策や対策を打ち出
すための情報源となる。

【温暖化係数】
各温室効果ガスの温暖化をもたらす効果の程
度を表すために、CO2の放出による温室効果
を1とした場合の比で表した係数。「地球温暖
化対策の推進に関する法律」施行令に定めら
れている。具体的には、CH4（メタン）：21、
N2O（一酸化二窒素）：310、HFC－23（トリフ
ルオロメタン）：11,700、PFC－14（パーフル
オロメタン）：6,500、SF6（六フッ化硫黄）：
23,900など。

■■■■■■■■■  か ■■■■■■■■■
【夏季計画調整契約】
夏季の電力需要のピークとなる平日の昼間等
における電気の使用を、削減（ピークカット）や
調整（ピークシフト）することによって、計画的
に削減し、その実績に応じて電気料金を割り引
く契約のこと。

【架空線】
電柱や鉄塔などを使った空中を通る線のこと。
その他に地中を通る地中線や、海底を通る海
底線がある。
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【ガラス固化体】
再処理の工程において使用済燃料から分離さ
れる高レベル放射性廃液に、ガラス原料を添加
し、高温で加熱することにより溶かし合わせ、
キャニスタと呼ばれるステンレス製の容器に閉
じ込めた物理的・化学的に安定な廃棄物形態。
高レベル放射性廃棄物と同義に用いられること
もある。放射性物質を化学的に安定な形態に
保持し、地下水に対する耐浸出性に優れること
が特徴。

【環境影響評価（環境アセスメント）】
環境に大きな影響を及ぼすおそれがある事業
について、その事業の実施にあたりあらかじめ
その事業の環境への影響を調査、予測、評価
し、その結果に基づき、その事業について適正
な環境配慮を行うこと。わが国においては、環
境影響評価法等に基づき、道路やダム、鉄道、
発電所などの事業者が行う対象事業について、
地域住民や専門家、環境担当行政機関が関与
する手続きが実施されている。環境汚染を未
然に防止するための重要な手段の一つ。

【環境影響評価法】
道路、ダム、鉄道、飛行場、発電所等、規模が
大きく、環境に著しい影響を及ぼすおそれのあ
る事業等に対して行われる環境影響評価が適
切かつ円滑に行われるための手続等を定めた
法律。

【環境会計】
企業等が持続可能な発展を目指して、社会と
の良好な関係を保ちつつ、環境保全への取組
みを効率的かつ効果的に推進していくことを目
的として、事業活動における環境保全のための
コストとその活動により得られた効果を可能な
限り定量的（貨幣単位または物量単位で表示）
に把握（測定）・分析し、環境情報の開示や活
動の管理に役立てる仕組み。

【環境家計簿】
電気や水道、ガソリンなど、日常の生活で消費
するエネルギーの量をCO2の重さに換算して
算出するもの。具体的なエネルギー消費量を
明示することで、CO2の排出量を減らし、環境
保全を意識したライフスタイルへの転換を促
すことが目的。　

【環境活動コスト】
環境会計の構成要素の一つ。環境負荷の発生
の防止、抑制または回避、影響の除去、発生し
た被害の回復またはこれらに資する取組みの
ための投資額及び費用額のこと。

【環境管理責任者】
当社において、各事業所が環境アクションプラ
ンを基に環境活動を推進する中で、その責任
者として、それぞれ業務系列で進められる環境
活動のPDCAの総合的管理を行う者。

【環境経営】
環境に配慮しつつ企業の持続的な発展を目指
す経営を意味する。環境対策は企業にとってコ
ストばかりかさむマイナス要因、という従来の
考え方を改め、環境とうまく付き合うことによっ
て、企業の持続的発展につなげていこうとする
新しい経営の考え方。

【環境月間】
環境省が提唱し、環境の日（6月5日）を設定
している6月を環境月間と定めており、環境保
全に関する国民の認識と行動を促すため様々
な活動が行われている。

【環境効率性】
環境活動の評価に環境保全における効率性の
視点を導入する上での指標となるもの。生産
された物やサービスの価値を、それに伴う環境
負荷量で除することにより算出される。持続可
能な社会の実現には、環境効率性の向上が重
要とされている。

【環境コミュニケーション】
持続可能な社会の構築に向けて、個人、行政、
企業、民間非営利団体といった各主体間のパー
トナーシップを確立するために、環境負荷や環境
保全活動等に関する情報を一方的に提供するだ
けでなく、利害関係者の意見を聴き、討議するこ
とにより、互いの理解と納得を深めていくこと。

【環境省版レッドリスト】
日本に生息または生育する野生生物について、
生物学的観点から個々の種の絶滅の危険度を
評価し、絶滅のおそれのある種を選定し、リス
トにまとめたもの。

【環境配慮製品】
製造から廃棄に至る製品のライフサイクル全
体において、環境負荷の低減を考慮した製品。

【環境保全協定】
自治体と一定規模以上の工場・事業場が、公害の
防止等に関する取組みの内容について結ぶ協定。

【環境マネジメントシステム（EMS）】
EMSは、E_nvironmental M_ anagement 
S_ystemの略。企業などの組織が自主的・継続
的に環境への負荷を低減するための環境管理
を、環境方針・計画の策定（Plan）、実施・運
用（Do）、評価・分析（Check）、対策（Action）
といったPDCAサイクルを通じて行う仕組み。

【環境マネジメントシステム審査員（補）】
ISO14001 に関わる環境マネジメントシステ
ム審査登録制度における、企業等組織の
ISO14001 規格適合性の審査を行うための資
格。審査員補・審査員･主任審査員の3ランク
あり、一般的には、まず審査員補として登録を
行い､審査経験を重ねて順次審査員･主任審査
員へ資格変更して登録する。

【環境モニタリング】
環境モニタリングとは、「監視」、「影響の把握」の
意味で使われ、発電所の新設、増設に伴い、発電
所からのばい煙、騒音・振動、温排水等が周辺環
境に及ぼす影響を把握するため、工事中や発電
所運転開始後に大気質、水質、騒音・振動等の調
査を行うこと。原子力発電所においては、放射線
及び放射性物質を対象とした管理に関連する測
定監視及び被ばくの評価などを一般的に表現し
ており、対象によって、環境モニタリング、個人モ
ニタリング、また目的によって、日常モニタリン
グ、作業モニタリング等に分類されることがある。

【環境リスク】
人の活動によって生じた環境負荷が、環境の経
路を通じて、人の健康あるいは生態系に有害
な影響を及ぼす可能性のこと。

■■■■■■■■■  き ■■■■■■■■■
【基準地震動】
新耐震指針に基づき、敷地周辺の地質・地質
構造並びに地震活動性等の地震学及び地震工
学的見地から施設の共用期間中に極めて稀で
はあるが発生する可能性があり、施設に大きな

影響を与えるおそれがあることを想定すること
が適切な地震動のこと。原子力発電所は、こ
の地震動に十分耐えられるように設計される。

【キシレン】
沸点約140度で常温では無色透明の芳香臭の
ある液体であり、塗料の中に含まれる。新築・
改築直後の住居の室内空気汚染により、めま
い、頭痛などの症状があらわれる「シックハウ
ス症候群」の原因物質であると言われている。

【規制対象フロン】
フロンのうち、オゾン層を破壊する物質として、
生産全廃や使用抑制の規制対象となっているフ
ロン。1987年に「オゾン層を破壊する物質に関
するモントリオール議定書」が採択され、日本で
も1988年に「特定物質の規制等によるオゾン
層の保護に関する法律」を制定し、規制している。

【吸収固定】
植物は光合成によりCO2を吸収し酸素を排出
する一方、常時、呼吸によってCO2を排出して
いる。炭素に注目してみると、吸収量と排出量
の差が植物体の形成に使われており、結果とし
て、植物体内に炭素が固定されることになる。

【供給弾力性】
需要の変化に対して供給がどれだけ変化する
のかを表わすもの。

【京都議定書】
地球温暖化防止のため、先進国の温室効果ガス
排出量について、各国ごとに数値目標を定めた
もの。1997年12月、京都で開催された気候変
動枠組条約第3回締約国会議（COP3）におい
て採択、2005年2月に発効。対象となる温室
効果ガスをCO2、CH4（メタン）、N2O（一酸化
二窒素）、HFC（ハイドロフルオロカーボン）、
PFC（パーフルオロカーボン）、SF6（六フッ化硫
黄）の6 種類とし、ロシア、東欧を含む先進国全
体の排出量を2008年から2012年の5 年間の
平均で、1990 年の実績から（HFC、PFC、SF6
については、1995 年を基準とすることも可）、
少なくとも5%削減することとしている。各国の
削減率は、日本▲ 6%、アメリカ▲ 7%、EU▲ 
8%、その他の国8%削減～10%増加と国別に
決められている（アメリカは離脱を表明）。

【京都メカニズム】
京都議定書において、国際的に協調して温室
効果ガスの削減目標を達成するための制度
として導入された仕組み。①クリーン開発メ
カニズム（CDM：C_ lean D_ evelopment 
M_ echanism）：先進国が途上国の排出削減プ
ロジェクトに協力し、先進国がその削減量を譲
受、②共同実施（JI：J_oint _Implementation）：
先進国が、共同で排出削減プロジェクトを実施。
貢献度に応じて削減量を配分、③排出量取引
（ET：E_missions T_rading）：先進国間で、排
出枠を権利として売買、の3つの仕組みがある。

■■■■■■■■■  く ■■■■■■■■■
【クリーンコールテクノロジー】
従来に比べ環境負荷を低く抑えた石炭の利用
技術。石炭は化石燃料の中で最も可採埋蔵量
が多いものの、エネルギー源として燃焼した場
合、石油や天然ガスに比べて、NOx（窒素酸
化物）やSOx（硫黄酸化物）、水銀などの有害
物質が発生しやすく、熱量あたりのCO2排出
も多いため、こうした石炭の環境面での課題を
克服する技術が模索されている。
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【グリーン製品】
当社では、お取引先から応募いただいた製品
等の情報・提案について、環境や品質等の観
点から総合的な評価を実施し、特に良好と認め
られるものを、当社の「グリーン製品」として
指定し、積極的な調達を行っている。

【グリーン調達】
市場に供給される製品・サービスの中から環境
への負荷ができるだけ少ないものを優先的に
購入・調達すること。

■■■■■■■■■  け ■■■■■■■■■
【原子燃料】
燃えやすいウラン235 と燃えにくいウラン238
からなるウラン燃料のこと。また、プルサーマ
ルを実施する場合に使用するMOX燃料もある。

【原子力災害対策特別措置法】
原子力災害から国民の生命、身体及び財産を
保護することを目的として制定された法律。原
子力災害の予防に関する原子力事業者の義務
等、原子力災害に関する事項について特別の
措置を定めている。

【原子力発電環境整備機構（NUMO）】
NUMOは、N_u_clear Waste M_ anagement 
O_ rganization of Japanの 略。2000年6月
に「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法
律」が公布されたのを受け、同年10月に設立
された経済産業大臣の認可法人。高レベル放
射性廃棄物の処分場の選定、処分施設の建設・
管理、施設の閉鎖、閉鎖後の管理、最終処分な
どを行う。現在、最終処分施設地の公募を行っ
ており、2030年代中頃での最終処分開始を目
指している。なお、2008年4月からは、地層
処分を行う低レベル放射性廃棄物についても、
調査区域の公募を開始している。

【原子力利用率】
一定期間における原子力発電所の実際の発電電
力量と、その期間常に定格電気出力で発電した
と仮定した場合の発電電力量の比をいい、設備
がどのくらい有効に使われているかを見る指標。

【懸
けん

垂
すい

碍
がい

子
し

】
碍子は、電線とその支持物である電柱・鉄塔な
どとの間を絶縁するために用いる器具であり、
支持物から吊り下げるように設置し、下端に電
線を支持する構造のものを懸垂碍子という。
この碍子は傘状の磁器（絶縁体）の上下にセメ
ントで連結用金具が接着されたもので、1～数
十個を連結して使用される。

■■■■■■■■■  こ ■■■■■■■■■
【公害健康被害補償制度】
広範囲の大気汚染による気管支喘息等が多発
している地域と、水俣病・イタイイタイ病・慢
性ヒ素中毒症など環境汚染が原因で特異的疾
患が多発している地域を対象として、汚染物質
の排出原因者による被認定者の療養費や補償
費用の負担を定めた制度。

【公害防止管理者（公害防止主任管理者）】
「特定工場における公害防止組織の整備に関す
る法律」に基づいて、一定規模の工場に選任が
義務付けられている国家資格。工場から排出
されるばい煙、汚水、騒音・振動などを原因と
する公害を防止するための技術的業務を行う。

【高レベル放射性廃棄物】
使用済燃料を再処理する過程で発生する、核
分裂生成物を含んだ放射線レベルの高い廃棄
物。使用済燃料の成分のほとんどは再利用可
能なウランやプルトニウムであり、リサイクル
（再処理）の過程で資源として回収されるが、
再利用できない成分は廃液として残る。我が
国は、これをガラス原料と溶かし合わせてステ
ンレス製の容器（キャニスタ）に注入して安定
な形態に固化処理しており、これをガラス固化
体と呼ぶ。

【高レベル放射性廃棄物貯蔵管理センター】
高レベル放射性廃棄物を30～50年間冷却貯
蔵管理する施設。1995年から青森県六ヶ所村
で操業を開始した。

【国際協力機構（JICA）】
JICAは、J_apan _International C_ ooperation 
A_ gencyの略。独立行政法人国際協力機構法
に基づき2003年に設立された独立行政法人
で、開発途上地域等の経済及び社会の開発も
しくは復興、または経済の安定に寄与すること
を通じて、国際協力の促進並びに我が国及び
国際経済社会の健全な発展に資することを目
的とした組織。

【国内クレジット】
京都議定書目標達成計画（2008年3月28日
閣議決定）において規定されている、大企業の
技術・資金等の提供による中小企業等の二酸
化炭素排出抑制量を認証し、自主行動計画等
の目標達成のために活用する仕組み。

【固体廃棄物】
原子炉施設等の運転、点検、保守に伴い発生
する固体状の放射性廃棄物のこと。放射性固
体廃棄物は、原子力発電所の運転などに伴い
発生する放射性レベルの低い「低レベル放射
性廃棄物」と再処理施設から発生する放射性レ
ベルの高いガラス固化体などの「高レベル放
射性廃棄物」に大別される。

【コンバインド（サイクル）】
複数の熱サイクルを結合させたもので、一般
的にはガスタービンと蒸気タービンを組み合わ
せた発電方式をいう。LNGコンバインドサイ
クル発電は、熱効率が高く、運転・停止が容易
で、負荷変化の応答が速いなどの特徴がある。
また、高い熱効率によりCO2の発生が他の火
力発電より少ない。

【コンプライアンス】
「法令遵守」と直訳されるが、法令や規則だけ
にとどまらず、社会的規範や企業倫理（モラル）
を守ることも「コンプライアンス」に含まれる。

■■■■■■■■■  さ ■■■■■■■■■
【最終処分】
一般廃棄物や産業廃棄物の埋立処分を行う場
所で、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」
による設置の許可が必要。産業廃棄物最終処
分場には、安定型、管理型、遮断型がある。

【再処理】
使用済燃料中に含まれているウランとプルトニ
ウムとを化学的にそれぞれ回収し、更に分離さ
れた残りの核分裂生成物を安全に処理すること。

【再生可能エネルギー】
石油や石炭、天然ガスなどの限りある化石燃料

と異なり、太陽光、水力、風力、バイオマス、地
熱、波力、海洋温度差など繰り返し再生が可能
な自然界のエネルギーのこと。

【最大需要電力調整割引】
2012年８月分、９月分の最大需要電力が前年
同月分の最大需要電力を下回った場合に、下
回った分の電力に応じて電気料金を割り引く契
約のこと。高圧で電気を受電されている契約
電力500kW未満のお客さまが対象である（な
お、最大需要電力にもとづいて契約電力を決
定するお客さまに限る）。

【産業廃棄物】
事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、燃えが
ら、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチ
ックなど20種類の廃棄物と、輸入された廃棄
物をいう。産業廃棄物の運搬や処理は、その
適正な処理基準等が設定されている。

【酸性雨】
ｐH（水素イオン濃度）が5.6以下の酸性の雨
のこと。化石燃料を燃やすときなどに発生する
ＳＯｘ（硫黄酸化物）やＮＯｘ（窒素酸化物）など
の酸性物質が原因。河川や湖沼、森林等の生
態系への影響や建物への被害が問題になって
いる。

【算定・報告・公表制度】
地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）
に基づき、温室効果ガスを多量に排出する者
（特定排出者）に、自らの温室効果ガスの排出
量を算定し、国に報告することを義務付けた制
度。国は報告された情報を集計し、公表する。

■■■■■■■■■  し ■■■■■■■■■
【シーベルト】
放射線が人体に与える影響を表す単位（Sv）。
体の外から放射線を受けたり、食物などを通じ
て体内に入った放射性物質によって内部被ばく
したときの人体への影響の度合いを表す。

【自家消費電力】
自社のオフィスのほか、発電所建設や工事用な
どで使用する電力。

【自家物流輸送】
自社で所有している社用車で、人・物を運ぶ（移
動）作業のこと。

【事業者別（二酸化炭素）排出係数】
「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づ
く温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度に
より、CO2等の温室効果ガスを一定量以上排
出する事業者（特定排出者）は、毎年、年度ご
との排出量を国に報告することが義務付けられ
ており、そのうち電気の使用に伴うCO2排出
量の算定に用いる電気事業者ごとの排出係数
のこと。

【資源循環】
限りある資源を効率良く利用し、廃棄物の発生
を極力抑え、発生した廃棄物は環境に負荷を与
えないように再使用や再生利用すること。

【持続可能な社会】
現代の世代が、将来の世代の利益や要求を充
足する能力を損なわない範囲内で環境を利用
し、協働することで、お互いの要求を満たして
いこうとする社会のこと。
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用語の解説
2012 九州電力 環境アクションレポート

【指定化学物質】
PRTR法などで定められた、人の健康や生態系
に有害な化学物質。

【シビアアクシデント】
安全設計において想定している事象を大幅に超
える原子炉の燃料が重大な損傷を受ける事象。

【社有林】
企業が所有している森林。当社では、水力発
電の安定した水源確保を目的として、阿蘇・く
じゅう国立公園区域内を中心に4,447haの社
有林を維持管理している。

【重原油灰】
重油や原油などを燃焼した際に発生するすすな
どの燃焼生成物や燃え残り。灰中に含まれてい
る希少金属であるバナジウムを回収し、合金製
造に使用するなどのリサイクルを行っている。

【集じん装置】
燃焼ガス中のばいじんを捕集する装置。集じん方
式で分類すると、機械式と電気式に分類される。

【循環型社会】
有限な資源の永続性を確保するため、大量生
産・大量消費・大量廃棄型の経済社会を見直し、
あらゆるものを資源として循環し、または様々
なかたちで繰り返し利用するとともに、廃棄物
として処分するものを最少限とすることで、環
境への負担をできる限り少なくした社会のこと。

【準絶滅危惧種】
環境省や都道府県発行のレッドデータブックに
記載されている、現時点では絶滅危険度は小
さいが、生息条件の変化によっては「絶滅危惧」
に移行する可能性のある動植物種のこと。

【（環境影響評価）準備書】
事業の実施が周辺地域の環境に及ぼす影響に
ついて、環境影響評価（調査・予測・評価）の
結果や環境保全のための措置などについて記
載し、評価書（案）としてまとめたもの。

【上水】
飲料などとして管や溝を通して供給されるきれ
いな水。

【（中）小水力】
厳密な定義はないが、「再生可能エネルギーの
固定価格買取制度」において買取対象として
いる中小水力発電の発電設備容量は
30,000kW未満のものとしている。

【使用済燃料】
原子力発電所の燃料として一定期間使用し取
り出した燃料。この取り出した燃料は、放射能
が高く、また核分裂生成物からの崩壊熱も大き
いので、使用済燃料貯蔵プールで放射能の減
衰と崩壊熱の冷却のため数年間貯蔵される。

【情報セキュリティマネジメントシステム
（ISMS）／ ISO27001】
情報資産を様々な脅威から守り、リスクを軽減さ
せるための総合的なマネジメントシステムのこ
と。2005年10月にISMS認証基準として国際
規格ISO／ IEC 27001：2005が発行され、国
内規格JIS Q 27001：2006が発行されている。

【所内電力（量）】
発電所において、発電所を運転するために必
要な設備（ポンプ、ファン、照明など）で消費
する電力のこと。

【新エネルギー（新エネ）】
太陽光、風力、バイオマス、地熱、水力などか
ら生成される「再生可能エネルギー」のうち、
その普及のために国等による支援を必要とす
るものをいう。温暖化対策など地球環境保全
や、エネルギー自給率向上の面から普及が期
待されている。「新エネルギー利用等の促進に
関する特別措置法」では、太陽光発電、風力発
電、太陽熱利用、バイオマス発電、地熱発電（バ
イナリー方式）、中小水力発電（1,000kW以
下）などが該当する。なお、経済的に成り立っ
ており、普及拡大の余地に乏しい大規模水力
発電や地熱発電（バイナリー方式を除く）は、
再生可能エネルギーであっても新エネルギー
とは位置付けられていない。

【森林（管理）認証】
環境、社会、経済の面から評価し、適正に管理
されている森林を認証する制度のこと。

■■■■■■■■■  す ■■■■■■■■■
【水源涵養】
森林の土壌が、降水を貯留し、河川へ流れ込む
水の量を平準化して洪水を緩和するとともに、川
の流量を安定させること。また、雨水が森林土
壌を通過することにより、水質が浄化されること。

【水質汚濁】
海や河川、湖沼などの水が人為的な原因によっ
て、本来の状態でなく、質的に変わった結果不
都合を生じること。生物に悪影響を与える有害
な物質の流入によるものや、人の日常生活に
起因する有機物の流入によるものなどがある。

【スチレン】
沸点145度で常温では無色透明の芳香臭のあ
る液体。ポリスチレンなどのプラスチックや合
成ゴム、合成樹脂塗料の原料などとして使われ
ており、新築・改築直後の住居の室内空気汚
染により、めまい、頭痛などの症状があらわれ
る「シックハウス症候群」の原因物質であると
言われている。

【スポット市場】
原油等の取引において、当面必要な分のみを
売買する市場のこと。

【スポット負荷調整契約】
2012年夏季（７～９月）において、需給ひっ迫
が予想される場合に、当社からの要請に基づ
き、お客さまに負荷調整(１時間単位)していた
だき、その実績に応じて電気料金を割り引く契
約のこと。契約電力500kW以上のお客さま
が適用対象。

【スラグ】
石炭灰の灰分が高温ガス化炉で溶け、ガス化
炉下部の水中に流れ落ちて急冷されることで
ガラス状に固まり、粒状で排出されるもの。

■■■■■■■■■  せ ■■■■■■■■■
【生態系】
食物連鎖などの生物間の相互関係と、生物と
それを取り巻く環境の間の相互関係を総合的
に捉えた、生物社会のまとまりを示す概念。

【生物多様性】
生物の間に見られる違い（変異性）を総合的に
指す概念であり、現在の生物が見せる空間的

な広がりや変化のみならず、生命の進化、絶滅
という時間軸上のダイナミックな変化を含有す
る幅広い概念。一般には、「生態系の多様性」、
「種の多様性」、「遺伝子の多様性」という3つ
の階層で捉えられる。

【石炭ガス化複合発電】
石炭を低酸素状態で熱分解（蒸し焼き）して、
水素と一酸化炭素にガス化して精製し、この可
燃性ガスでガスタービンと蒸気タービンを稼働
させる発電方式のこと。

【石炭灰】
火力発電所等で石炭を燃焼した後に発生する
燃焼灰。集じん装置で集められるフライアッシ
ュとボイラー底部で回収される溶結状の石炭
灰を砕いたクリンカアッシュとに大別される。

【石灰石】
CaCO3（炭酸カルシウム）を主成分とした鉱
物。石炭火力発電所等における排煙中のSOx
（硫黄酸化物）を除去するために用いられる。

【石こう】
CaSO4（硫酸カルシウム）を主成分とする鉱物。
火力発電所に設置している排煙脱硫装置では、
排煙中のSOx（硫黄酸化物）を取り除くため、
石灰石（炭酸カルシウム）と排煙を接触させ、
石こうとして回収を行っている。

〔吸収工程〕
SO2＋CaCO3＋1/2H20→CaSO3･1/2H2O＋CO2
（亜硫酸ガス）（石灰石スラリー）（亜硫酸カルシウム）（炭酸ガス）

〔酸化工程〕
CaSO3･1/2H2O＋1/2O2＋3/2H2O→CaSO4･2H2O
（亜硫酸カルシウム）　　　 　　　  （石こう）

【ゼロエミッション】
エミッションとは英語で「排出」の意味。ゼロエ
ミッションとは、企業（産業）活動から出るCO2
や廃棄物の排出量ゼロを目指す構想をいう。

【選択取水】
ダムにおいて洪水期の濁水長期化防止対策、
あるいは下流かんがい用水の水温低下防止対
策として、必要に応じて、表層や低層などの層
から、自由に取水する方法。

【線量（率）】
被ばくした時の放射線の量（Gy：グレイ）のこ
とで、人体にどれだけ吸収されたかという、吸
収線量に対して使われる単位を示す。なお、単
位時間あたりの放射線量（nGy/時（ナノグレ
イ毎時））を線量率という。

【線量評価値】
環境中に放出された放射性物質によって、発電
所周辺公衆の受ける線量を評価した値。国内の
原子力発電所では、原子力安全委員会の指針に
基づく線量目標値0.05mSv（ミリシーベルト）/
年を十分に下回るように管理されている。

■■■■■■■■■  そ ■■■■■■■■■
【送配電ロス（率）】
電気がお客さまに届くまでの過程で、送電線・
配電線の抵抗により、一部の電気エネルギー
が熱などとして失われること。また、送配電ロ
ス率とは、発電所から送電した電力に対して、
送電線・配電線で失われる電力が占める割合。

・

・
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■■■■■■■■■  た ■■■■■■■■■
【第１種指定化学物質】
PRTR制度の対象となる化学物質。人や生態
系への有害性（オゾン層破壊性を含む）があり、
環境中に広く存在する（暴露可能性がある）と
認められる物質として462物質が指定されて
いる。

【大気汚染】
人間の経済・社会活動に伴う化石燃料の燃焼
などによって大気が汚染されること。汚染物質
として硫黄酸化物、窒素酸化物、一酸化炭素、
浮遊粒子状物質、光化学オキシダントなどが
ある。

【脱硝処理】
排ガス中のNOx（窒素酸化物）を除去すること。

【脱硫処理】
排ガスの中のSOx（硫黄酸化物）を除去すること。

■■■■■■■■■  ち ■■■■■■■■■
【地球温暖化】
大気中のCO2など、太陽からの熱を地球に封
じ込め、地表を温める働きがある「温室効果ガ
ス」が、人間の経済活動などに伴って増加する
一方、森林の破壊などによってCO2の吸収量
が減少することにより、地球全体の気温が上昇
する現象のこと。

【地球温暖化対策の推進に関する法律】
京都議定書の採択を受け、国、地方公共団体、
事業者、国民が一体となって地球温暖化対策
に取り組むための枠組みを定めた法律で「温対
法」とも略される。京都議定書目標達成計画
の策定や、地域協議会の設置等の国民の取組
みを強化するための措置等について規定され
ている。

【地球環境問題】
地球温暖化、オゾン層の破壊、酸性雨など、そ
の被害・影響が国境を越えて地球規模にまで
広がっている問題と、開発途上国における熱帯
林の減少や野生動物種の減少など、その解決
のために先進国等による国際的な取組みが必
要とされる問題のことであり、地球的視野に立
って取り組まれるべき環境問題。

【蓄電池】
いったん外部回路を通して放電した後、充電す
ることにより再び元の状態に復し、繰り返して
使用することができる電池。二次電池、バッテ
リーとも呼ばれる。

【チャー】
ガス化炉中で石炭から揮発分や水分を除いて
得られる未反応固形物で、主に灰分と固定炭
素から成る。

【柱上ガス開閉器】
電柱の上部に設置されたガス式の開閉器。開
閉器は、電力回路・電力機器の電路を開閉す
る電力機器であり、真空式、油入式、ガス式な
どがある。

【柱上変圧器】
6,000ボルトの配電線から100～200ボルト
の一般家庭用電圧に降圧するための変圧器の
ことで、変圧器が電柱上に設置されるため、こ
のように呼ばれる。

【中水】
生活用水として使った水をトイレや散水等にも
う一度利用する水のこと。上水と下水の中間に
位置することから中水と呼ばれる。

【中性子】
素粒子の一つ。陽子よりわずかに大きい質量
を有し，電荷をもたず，物質中の透過性が強
い。陽子とともに原子核を構成。

■■■■■■■■■  て ■■■■■■■■■
【低硫黄燃料】
SOx（硫黄酸化物）を低減させるために使用す
る、硫黄分の低い燃料油のこと。

【低公害車】
既存のガソリン車やディーゼル車に比べ、NOx
（窒素酸化物）やCO2などの排出量が少ない自動
車。地球温暖化、地域大気汚染防止の観点から、
世界各国で技術開発、普及が進められている。

【低炭素社会】
最小限のCO2排出で実現する「持続可能な社
会」を指す。化石燃料を燃やして大量のCO2
を排出する社会構造から、「脱」化石燃料型の
社会システムへの転換を目指す考え方。

【低燃費車】
「エネルギーの使用の合理化に関する法律」（省
エネ法）に基づき定められた燃費基準（トップ
ランナー基準）を早期達成している自動車のこ
と。現在商品化されている自動車のうち、最も
燃費性能が優れている自動車をベースに、技術
開発の見通しなどを踏まえて策定されている。

【低NOxバーナー】
NOx （窒素酸化物）低減のために、燃焼域に
おける酸素濃度の低下、火炎最高温度の低下、
高温域におけるガスの滞留時間の短縮などの
1つあるいは幾つかの組み合わせを、バーナー
の構造に取り入れることによってNOx低減を
図るもの。

【低レベル放射性廃棄物】
原子力発電所の運転に伴い発生する放射線の
レベルが低い廃棄物。低レベル放射性廃棄物
はセメントなどで固化されており、均質・均一
固化体と充てん固化体がある。
・均質・均一固化体：原子力発電所の運転に伴
い発生した廃液等を処理した後、セメントま
たはアスファルトとともにドラム缶内に充てん
し、均質・均一に固型化したもの。
・充てん固化体：金属類、プラスチック等の固
体状廃棄物を直接または溶融処理後にドラム
缶に収納し、セメント系充てん材（モルタル）
を充てんし固型化したもの。

【低レベル放射性廃棄物埋設センター】
原子力発電所の運転などに伴い発生する放射
能レベルが低い放射性廃棄物（低レベル放射
性廃棄物）を処分するための施設。廃棄物に
含まれる放射能レベルが時間の経過に伴い減
衰し、安全上支障のないレベル以下になるまで
の間、管理される。1992年12月から青森県
六ヶ所村で操業を開始している。

【デマンドコントロール】
電力の利用状況を把握し、負荷の平準化を図
り、電力ピークを抑えること。

【電気自動車（EV）】
EVは、E_lectric V_ehicle の略。バッテリー（蓄
電池）に蓄えた電気でモーターを回転させて
走る自動車。自動車からの排出ガスは一切な
く、また、走行騒音も大幅に減少する。

【天然ガス】
地中より噴出するガスの総称。通常メタンガス・
エタンガスなどより成る可燃性ガスをいう。燃
料や化学工業用原料に利用。

【電力系統】
発電所からお客さまの受電設備に至る電気の
ネットワークの総称。火力発電所、水力発電所、
原子力発電所などの発電設備で発電された電
気は、18.7万V（沖縄電力は13.2万V）以上
の高い電圧の送電ネットワーク（基幹系統）に
よって送電され、変電設備で降圧されて、より
低い電圧の送電ネットワーク（地域供給系統や
二次系統）・配電ネットワーク（配電系統）を経
て、お客さまの受電設備へと届けられる。

■■■■■■■■■  と ■■■■■■■■■
【特定外来種】
本来の生態系には生息しないのに、食用やペッ
トなどの目的で人為的に持ち込まれた動植物
である「外来種」のうち、2005年６月に施行さ
れた外来生物法にて、侵略的な外来種や、人
の生命や農林水産業に被害を及ぼす外来種を
「特定外来種」として指定している。

【特別管理産業廃棄物管理責任者】
特別管理産業廃棄物が発生する事業場を設置
している事業者に対し、事業場ごとに配置が義
務付けられている。特別管理産業廃棄物の排
出状況の把握、処理計画の立案、適正な処理
の確保等を役割とする。

【土壌汚染】
一般的には、重金属や揮発性有機化合物など
の有害汚染物質が、何らかの理由で曝露し、土
壌表層やその地下土壌、場合によっては地下
水にまで浸透した状態を指す。土壌汚染対策
法では、その対象となる物質名や基準値、調査
内容等が定められている。

【トルエン】
沸点110度で常温では無色透明の芳香臭のあ
る液体。揮発性が高く、接着剤や塗料などの溶
剤に用いられる。喉や目に刺激があり、頭痛、疲
労、脱力感などの神経症状を起こすことがある。

■■■■■■■■■  な ■■■■■■■■■
【内部環境監査（員）】
環境マネジメントシステムがISO14001規格
に適合し、適切に運用、維持されていることを
判断するため、自らが定期的に行う監査（それ
を行う者）。

■■■■■■■■■  に ■■■■■■■■■
【二段燃焼方式】
燃焼用空気を二段に分けて供給してNOx（窒
素酸化物）の発生量を抑制する燃焼方式の一
つ。一段目で供給する空気量を、燃料を完全
燃焼させるために必要な最小の空気量（理論
空気量）以下に制限して、二段目で不足の空気
を補って完全燃焼させる。
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用語の解説
2012 九州電力 環境アクションレポート

【日本品質保証機構（ＪＱＡ）】
JQA は、J_apan Q_ ual i ty  A_ ssurance 
Organizationの略。ISO9001、14001等
マネジメントシステム審査登録や、JISマーク表
示制度に基づく製品認証、地球温暖化対策や
環境保全に関連する審査・検証などを行う、経
済産業大臣の認可機関。

■■■■■■■■■  ね ■■■■■■■■■
【熱効率】
火力発電所における熱効率は、燃料の燃焼に
よって得られた熱エネルギーのうち、有効に電
気となった割合を表すときに用いる数値で、発
電端熱効率と送電端熱効率がある。発電端熱
効率は、発電機で発生した電力量と電力発生
のために供給された熱エネルギーの比。送電
端熱効率は、発電機で発生した電力量から発
電所を運転するために必要な設備（ポンプ、フ
ァン、照明等）で消費する電力量を差し引いた
ものと電力発生のために供給された熱エネル
ギーの比。

■■■■■■■■■  は ■■■■■■■■■
【ばい煙】
一般的に、燃料の燃焼などで発生・排出する「す
す」「煙」という意味合いであるが、大気汚染
防止法では「硫黄酸化物」「ばいじん」「有害物
質」と定義。詳しくは、
①燃料その他の物の燃焼に伴い発生する硫黄
酸化物

②燃料その他の物の燃焼または熱源としての
電気の使用に伴い発生するばいじん

③物の燃焼、合成、分解その他の処理に伴い
発生する物質のうち、カドミウム、塩素等、
人の健康または生活環境に係わる被害を生
ずるおそれがある物質で政令で定めるもの

【排煙脱硝装置】
火力発電所のボイラーなどで、化石燃料を燃
焼した際に発生する排ガス中のNOx （窒素酸
化物）を除去する装置のこと。

【排煙脱硫装置】
火力発電所のボイラーなどで、化石燃料を燃
焼した際に発生する排ガス中のSOx（硫黄酸
化物）を除去する装置のこと。

【バイオマス】
バイオマスは、バイオ（生物）とマス（量）を組
み合わせた造語で、大量にある生物資源のこ
と。畜産廃棄物、生ゴミ、間伐材などの林地残
材、製材や家屋解体などで発生する木屑など
様々なものがある。

【排ガス混合燃焼方式】
NOx（窒素酸化物）の発生を抑制するために、
低温かつ低酸素濃度で燃焼させる方法。排ガ
スの一部を燃焼用空気と混合するか、あるいは
燃焼領域に供給する。

【廃棄物処理施設技術管理者】
廃棄物処理施設に設置が義務付けられている。
一般廃棄物または産業廃棄物処理施設の維持
管理に関する技術上の業務を担当する。

【ばいじん】
燃焼によって生じた「すす」と固体粒子（灰など）
の総称。また、煙突から出た後は他の種々の
煙霧質と混じり合ってしまうが、大気中にある

このような混合物についてもばいじんと言わ
れ、降下ばいじん、浮遊ばいじんという言葉で
呼ばれている。

【バイナリー】
加熱源系統と媒体系統の2つ（バイナリー）の
熱サイクルを利用して発電するもので、地熱発
電などに使われている。加熱源より沸点の低
い液体（媒体）を加熱・蒸発させてその蒸気で
タービンを回す方式。

【（計画段階環境）配慮書】
第一種事業に対して計画段階で環境配慮の検
討事項をまとめたもの。これにより、住民や知
事は計画段階から事業の概要を知り、意見提
出が可能になった。

【バックアップ電源】
発電が不安定な風力・太陽光発電を大量に電
力系統に導入する場合に起こる電圧・周波数
の変動や余剰電力の発生を調整し、需給の安
定を図る電源のこと。

【発熱量】
一定の単位の燃料が完全燃焼するときに発生
する熱量のこと。燃焼過程で放出される水蒸
気の蒸気潜熱を含めた発熱量を高位発熱量と
いい、蒸気潜熱を含まない発熱量を低位発熱
量という。

【バナジウム】
銀灰色の金属であり、重原油灰などに含まれ
る。耐食性が強く、鉄に混ぜると機械的強度が
増すため機械工作用の工具等の原料として利
用される。

【ハロン】
二フッ化臭素メタン、三フッ化臭素メタン等の
臭素を含む含フッ素炭化水素の総称。現在ハ
ロンは、主として小型消火器や自動消火器に用
いられている。

■■■■■■■■■  ひ ■■■■■■■■■
【ヒートポンプ】
空気や水などの熱（ヒート）をくみ上げて（ポ
ンプ）、その熱のエネルギーを高くしたり、低く
したりする技術のこと。空気を圧縮すると温度
が高くなり、急に膨張すると温度が低くなる原
理を用いている。冷却と加熱を行うことができ、
エアコンなどに取り入れられている。

【ヒドラジン】
アンモニアに似た臭いを有する無色・発煙性の
油状液体。空気中で発煙し、金属・金属酸化物、
多孔性物質と激しく反応し火災や爆発の危険を
もたらす。発電所では、発電用ボイラーの給水
処理剤（溶存酸素除去剤）として使用している。

【（環境影響）評価書】
環境影響評価準備書に対する住民や行政の意
見を踏まえ、必要に応じて検討を加え、とりま
とめたもの。

【ビル・エネルギー管理システム
（ＢＥＭＳ）】
BEMSは、B_uilding and E_nergy M_ anagement 
S_ystemの略。ビルの機器・設備等の運転管
理によってエネルギー消費量の削減を図るた
めのシステム。

■■■■■■■■■  ふ ■■■■■■■■■
【風況】
風の状態、性質のこと。具体的には、風向・風
速の出現率・状況や、平均風速・瞬間風速の状
況、風の乱れなどのこと。

【富栄養化】
工場排水や生活排水の流入などにより、海や湖
沼などの水域の栄養塩類（窒素化合物、りん酸
塩等）の濃度が高くなること。富栄養化すると
藻類等が異常増殖繁茂し、水中の酸素消費量
が高くなって貧酸素化し、また藻類が生産する
有害物質により水生生物が死滅する。

【プラグインハイブリッド車】
家庭用コンセントからの充電に対応した自動
車。従来のハイブリッド車に比べ、バッテリー
のみでの走行距離が長くなる。充電に夜間電
力を利用することによりランニングコストの負
担を軽くすることができ、また、環境への負荷
も減らすことができる。

【プルサーマル】
原子力発電所で使用された使用済燃料を再処
理して取り出されたプルトニウムとウランを酸
化物の形で混合した燃料をＭＯＸ燃料といい、
これを現在稼動している原子力発電所で燃料
として利用すること。

【プルトニウム】
天然に微量に存在する放射性元素。ウラン238
が中性子を吸収してウラン239になり、それが
放射線（β線）を出してネプツニウム239に、再
び放射線（β線）を出してプルトニウム239にな
る。このプルトニウム239は核分裂をする性質
を持っており、MOX燃料に用いられている。

【ブロモトリフルオロメタン】
ハロン1301とも呼ばれ、常温常圧では気体、
圧縮すると無色透明の液体となる。消火剤とし
て使われていたが、オゾン層破壊物質であるた
め現在は製造中止となっている。眼に入ると強
い刺激があり、吸入すると眠気やめまいを起こ
すおそれがある。

【フロン】
正式名称をフルオロカーボン（炭素とフッ素の
化合物）という。このうちCFC（クロロフルオ
ロカーボン）、HCFC（ハイドロクロロフルオロ
カーボン）などがオゾン層破壊物質であること
が分かり、1987年に採択された「モントリオー
ル議定書」により生産・消費規制が取られてき
た。さらに、京都議定書ではHFC（ハイドロフ
ルオロカーボン）、PFC（パーフルオロカーボン）
が、削減の対象となる温室効果ガスとされた。

【分散型の再生可能エネルギー】
従来の原子力発電所、火力発電所などの大規
模な集中型の発電所で発電し各家庭・事務所
等に送電するシステムに対して、太陽光発電、
太陽熱利用、風力発電、波力発電、海洋温度
差発電などの再生可能エネルギーによって、地
域ごとにエネルギーを作りその地域内で使って
いこうとするシステムのこと。

■■■■■■■■■  へ ■■■■■■■■■
【ベンゼン】
沸点80度で常温では無色透明の芳香臭の液
体であり、原油等の中に含まれ、有毒で引火性
がある。
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■■■■■■■■■  ほ ■■■■■■■■■
【放射性廃棄物】
原子炉施設、核燃料サイクル施設、ラジオアイ
ソトープ使用施設などから発生する放射性物質
を含む廃棄物の総称。

【放射線】
放射性元素が崩壊する際放出される粒子線（α
線、β線など）や電磁波（γ線）の総称。放射性
元素から出たものでない粒子線（陽子線、中性
子線、重陽子線など）や電磁波（X線など）、宇
宙線等を含む。

【放射能】
放射性元素の原子核が自然に崩壊して放射線
を出す性質。また、その現象。

【防食グリース】
電線の耐腐食性能を向上させるため電線内部
等に塗布するもの。電線内部にグリースを長
期間滞留させるための媒体として、一部の電線
に石綿が使用されていた。

【ほう素化合物】
ほう素は、ほう砂等のほう素化合物として存在
し、環境中において河川水や地下水、海水中、
土壌中に含まれており、特に火山地域で多く産
出される。ほう素化合物はガラス原料やメッキ
浴剤、防腐剤、殺虫剤、原子炉の中性子吸収
剤としての用途がある。

【（環境影響評価）方法書】
事業の実施が周辺地域の環境に及ぼす影響に
ついて評価を行うため、環境影響評価の項目、
調査、予測及び評価の手法などをとりまとめた
もの。

【ホームアドバイザー】
当社において、「省エネ快適ライフ」のPRを主な
業務とするスタッフ。フェア、イベントで電気の
上手な使い方などを紹介する講座を開いている。

【ホッパー】
石炭等を一時的に貯蔵する装置。下部分がろ
うと状になっており、そこに取り付いた蓋を開
閉して、必要量を落下させる構造となっている。

■■■■■■■■■  ま ■■■■■■■■■
【マイクログリッドシステム】
一定地域内において、複数の多様な分散型電
源をネットワーク化し、エネルギーを供給する
システムのこと。当社では、離島において、太
陽光・風力の再生可能エネルギーと蓄電池に
従来の内燃力発電を加えたマイクログリッドシ
ステムを構築し、2010年度から実証試験を行
っている。

■■■■■■■■■  む ■■■■■■■■■
【無害化処理認定制度】
高度な技術を用いて廃棄物を無害化する処理
を行う者を直接、環境大臣が処理業者の認定
を行い、認定を受けた者は廃棄物処理業及び
施設設置に係る許可を不要とする制度であり、
2006年8月に施行された。当初は、アスベス
ト（石綿）廃棄物の無害化処理を促進するため
の制度であったが、2009年11月、微量の
PCBに汚染された絶縁油を使用する電気機器
等の廃棄物が対象に追加された。

【無電柱化】
道路空間を有効に利用できるようにするととも
に、景観の向上を図るため、これまで電柱に架
かっていた電力ケーブルや電話通信線などの
電線類をまとめて地下に入れること。

■■■■■■■■■  め ■■■■■■■■■
【メガソーラー】
「メガ」とは、「100万の」という意味で、「ソー
ラー」は「太陽の（光や熱を利用した）」の意味。
メガソーラーとは、出力1,000kW（＝1MW（メ
ガワット）＝100万W）以上の規模を有する太
陽光発電に対する総称を指す。

【メチルナフタレン】
1－メチルナフタレン、２－メチルナフタレンの２
種があり、１－メチルナフタレンは常温において
無色から微黄色の液体で、沸点は245℃であ
る。一方、２－メチルナフタレンは常温において
白色の固体で、35℃で融解し、沸点は241℃で
ある。有毒で、重油（A重油）に含まれている。

■■■■■■■■■  も ■■■■■■■■■
【木質専焼】
未利用間伐材等の木質チップのみを燃料とし
て発電する方式。

【木質バイオマス】
主に、樹木の伐採や造材のときに発生した枝、
葉などの林地残材、製材工場などから発生する
樹皮やのこ屑などのほか、住宅解体材や街路
樹の剪定枝などがある。

■■■■■■■■■  よ ■■■■■■■■■
【洋上・着床式】
海岸線から離れた沖合の海底に基礎を立て、風
力発電機を設置して行う風力発電の方式のこと。

【揚水（発電）】
発電所の上部と下部に貯水池を設置し、夜間
の電気を利用して水を汲み上げ、最も電気が
必要な昼間や他の発電所の事故時等の緊急時
に水を落として発電する方式。貯蔵できない
電気を水に代えて貯めておくことができる。

【ヨウ素】
ハロゲン元素の一つ。個体の結晶構造は紫黒
色の斜方晶で、反応性塩素、臭素より弱い。水
にはあまり溶けないが、ヨウ化カリウム水溶液に
はよく溶ける。単体のヨウ素は、毒物及び劇物
取締法により医薬用外劇物に指定されている。

【余剰電力】
新エネルギー（風力・太陽光）や清掃工場の廃
棄物による自家発電設備等により発電を行って
いる非電気事業者から生じる余りの電力。一
般電気事業者（電力会社）は、自家発電設備の
有効活用、新エネルギーの普及拡大等を目的
として購入している。

【余剰電力買取制度】
2009年11月より国の法令に基づき開始され
た、新たな「太陽光発電の余剰電力買取制度」
のこと。太陽光発電によって発電した電力のう
ち、自家消費せずに余った電力を電力会社が
買い取り、その買い取りコストを、電気を使用
するすべての方々で負担をするというもの。

■■■■■■■■■  ら ■■■■■■■■■
【ライフサイクル】
製品の製造から運搬、使用する段階を経て廃
棄されるまでの過程のこと。

【ラムサール条約】
「特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地
に関する条約」のこと。国際的に重要な湿地及
びそこに生息・生育する動植物の保全を進める
こと、湿地の適正な利用を進めることを目的と
している。

■■■■■■■■■  り ■■■■■■■■■
【リサイクル率】
廃棄物をリサイクルした量を廃棄物の発生量
で除して、割合（%）で表したもの。

【リスクマネジメント】
企業活動を脅かす恐れのあるリスクを事前に把
握し、リスクが顕在化した場合の損失を回避、
減少させる経営管理方法のこと。

■■■■■■■■■  れ ■■■■■■■■■
【レアアース】
ランタンやセリウム、スカンジウム、イットリウ
ムなど、17元素の総称。水に不溶性の酸化物
として存在し、希土類金属（レアアース・メタル）
ともいう。

■■■■■■■■■  ろ ■■■■■■■■■
【炉内脱硫】
燃焼装置内において脱硫剤を利用して、燃焼
により発生したSO2（二酸化硫黄）を直接吸収
し、排ガス中から除去する技術。脱硫剤として
は安価な石灰石を利用することが多い。

■■■■■■■■■  B ■■■■■■■■■
【ＢＷＲ】
沸騰水型軽水炉のこと。原子炉で水を沸騰さ
せ蒸気を作り、直接タービンを回して発電する
方式。

■■■■■■■■■  C ■■■■■■■■■
【ＣＦＣ（クロロフルオロカーボン）】
フロンの一種。冷媒、発泡剤、洗浄剤等として
使用される。オゾン層破壊物質でありモントリ
オール議定書の規制対象物質。また、強力な
温室効果ガスでもある。

【ＣＦＣ－11（トリクロロフルオロメタン）】
オゾン層を破壊する物質の1つであり、モント
リオール議定書に基づき1995年末で生産が
全廃された。

【ＣＨ４（メタン）】
温室効果ガスの一つで、温室効果の強さは
CO2の21倍。沼、稲田や土中での腐敗など
嫌気性条件下での微生物による有機物分解や
草食動物の腸内発酵により、また天然ガスや石
炭の採掘などでも発生する。
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用語の解説
2012 九州電力 環境アクションレポート

【ＣＯＤ（化学的酸素要求量）】
C_hemical O_ xygen D_ emandの略。水中の
有機物を酸化剤で酸化するのに消費される酸
素の量。有機物が多いほど酸化のために必要
な酸素量も多く、水の汚染度を示す数値とな
る。単位はmg/ℓで、1mg/ℓは1ℓの水の中に
1mgの酸素が必要なことを表す。

【ＣＳＲ（企業の社会的責任）】
C_orporate S_ocial R_esponsibility（企業の
社会的責任）の略。「経済（財務）」はもとより、
「環境」、「社会」の3つの側面（トリプルボトム
ライン）から、総合的に取り組み、社会の持続
的な発展に貢献すること。

■■■■■■■■■  E  ■■■■■■■■■
【ＥＣＯねっとシステム】
九州電気保安協会による省エネサービス。モ
ニターによって電気の使用状況を「見える化」
し、電気の使いすぎを通知して電気機器の使用
を抑制することで、電気料金の削減を図る。ま
た、電気使用データを分析して、省エネアドバ
イスを行う。

【ＥＳＣＯ】
E_nergy S_ervice C_o_mpanyの略。省エネル
ギーに関する包括的なサービス（省エネ診断、
設計、改修工事、維持管理等）を提供して省エ
ネルギー効果を保証し、それにより得られる省
エネルギー削減額の一部を報酬として受け取
る事業のこと。

■■■■■■■■■  F ■■■■■■■■■
【ＦＳＣ（森林管理協議会）】
F_orest S_tewardship C_ouncilの略。環境保
全の観点から見て適切で、社会的な利益にか
ない、経済的にも持続可能な森林管理を推進
することを目的として、環境団体、林業家、木
材会社、先住民団体などにより1993年に設立
された民間組織であり、本部をボン（ドイツ）
に置いている。

■■■■■■■■■  H ■■■■■■■■■
【ＨＣＦＣ
（ハイドロクロロフルオロカーボン）】
フロンの一種。オゾン層破壊物質であり、モン
トリオール議定書の規制対象物質である。オ
ゾン層破壊係数はCFCよりも小さい。また、
強力な温室効果ガスでもある。

【ＨＦＣ（ハイドロフルオロカーボン）】
フロンの一種。京都議定書で削減対象となっ
ている温室効果ガスの一つ。スプレー製品の
噴射剤、冷媒、クッション心材などとして使用さ
れる。

■■■■■■■■■  I  ■■■■■■■■■
【ＩＰＰ（独立系発電事業者）】
_Independent P_ower P_roducerの略。発電
から小売までを行う電力会社と異なり、発電だ
けを行って電力会社に卸売り販売をする独立系
の事業者。日本の電力会社も海外企業などと
共同で発展途上国などでIPP事業を積極的に
進めている。

【ＩＳＯ簡易システム】
ISO14001より要求事項が簡易な当社独自の
システムで、独自に作成したチェックリストをも
とに適合評価を行っている。

【ＩＳＯ14001】
環境マネジメントに関する規格。生産、販売、
リサイクルなど企業活動がもたらす環境影響を
把握、評価、改善していくことを体系的に管理
する仕組み（システム）が第三者機関（審査登
録機関）によって評価され、規格に適合したと
認定された事業所に登録証を発行するもの。

【ＩＳＯ（14001）準拠（システム）】
ISO14001の認証取得は行わないが、その要
求事項に準拠して構築された当社独自の環境
管理システムのこと。

■■■■■■■■■  L  ■■■■■■■■■
【ＬＮＧ（液化天然ガス）】
L_iquefied N_ atural G_asの略。ＣＨ４（メタン）、
Ｃ２Ｈ６（エタン）を主成分とする天然ガスを、極
低温（約－160度）まで冷却して液体にしたも
の。天然ガスは液化することで体積が気体の
約600分の1になる。ＬＮＧ船と呼ばれる特殊
な船舶で輸送され、荷揚げ後に再度気化して
発電用燃料などとして使用する。

【ＬＰＧ（液化石油ガス）】
LPGはL_iquefied P_etroleum G_asの略。原
油採掘や石油精製時に発するガスの主成分で
あるC3H8（プロパン）やC4H10（ブタン）を液
化したもの。

■■■■■■■■■  N ■■■■■■■■■
【Ｎ２Ｏ（一酸化二窒素）】
京都議定書での削減対象の温室効果ガスの一
つ。温室効果の強さはCO2の310倍である。
物の燃焼や窒素肥料の施肥などが発生源。

【NOx（窒素酸化物）】
NO（一酸化窒素）、NO2（二酸化窒素）など
の窒素の酸化物の総称。窒素を含む燃料の燃
焼のほか、燃焼時に空気中の窒素が酸化され
ることにより発生する。有害物質として、大気
汚染防止法の規制対象物質となっている。

■■■■■■■■■  P ■■■■■■■■■
【ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）】
有機塩素化合物の一つであり、ビフェニルとい
う炭化水素化合物の2個以上の水素を塩素で
置換した化合物の総称で、油状の物質。化学
的安定性、耐熱性、絶縁性に優れることから、
電気絶縁材や熱媒体、感圧複写紙などの様々
な用途に用いられたが、日本では1968年の

カネミ油症事件などでその有害性が問題とな
り、1972年に旧通商産業省の通達でPCBの
製造は中止され、1974年に法律で製造・輸入・
新規使用が禁止された。

【ＰＤＣＡ（サイクル）】
①方針・計画の策定（P_lan） ②実施・運用（D_ o） 
③評価・分析（C_heck） ④対策（A_ction） という
手順を繰り返し、サイクルを重ねるごとに、より
高い目的や目標を達成していくシステムのこと。

【ＰＦＣ（パーフルオロカーボン）】
京都議定書での削減対象の温室効果ガスの一
つ。電子部品や電子装置の気密性テスト、半
導体エッチング等に使用される。

【ＰＲＴＲ（制度）】
国が指定する化学物質について、環境中への
排出量及び廃棄物に含まれた状態での事業所
外への移動量を事業者が自ら把握して、都道
府県経由で国に届出を行い、更に国は事業者
からの届出データや推計に基づき排出量・移
動量を集計し、公表する制度。

【ＰＷＲ】
加圧水型軽水炉のこと。原子炉で作った熱水
（一次系）を蒸気発生器伝熱管の中に送り込
み、伝熱管の外側を流れる水（二次系）にその
熱を伝えて蒸気を作り、タービンを回して発電
する方式。

■■■■■■■■■  S ■■■■■■■■■
【ＳＦ６（六フッ化硫黄）】
京都議定書での削減対象ガスであり、CO2の
23,900倍の温室効果を持つ。フッ素と硫黄の
化合物で、天然には存在せず工業的に生産さ
れる。化学的に安定で、絶縁性に優れているた
め、電気事業では、遮断器の絶縁ガスなどに使
用している。

【SOx（硫黄酸化物）】
硫黄酸化物の総称で、SO2（二酸化硫黄）、
SO3（無水硫酸）などがある。石油や石炭など
の化石燃料の燃焼時に、燃料中の硫黄分が酸
化されて発生する。人の健康に悪影響を与え
たり生活環境に被害を及ぼすため、大気汚染
防止法の規制対象物質となっている。

■■■■■■■■ 数字 ■■■■■■■
【３Ｒ（４Ｒ）】
発生抑制（R_educe）、再使用（R_euse）、再生
利用（R_ecycle）のことを意味し、廃棄物処理
とリサイクルにおける優先順位で表す言葉の略
を取った造語で3R（スリーアール）と読む。ま
た、不要なものをもらわない、買わない
（R_efuse）、修理して使う（R_epair）を加えて、
4Rや5Rと呼ぶこともある。
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